
 

 

 

 
 
 
 
 

Tax Analysis

注目される中国個人所得税改革
——専門付加控除項目弁法に対
する意見募集 
 
2018年 10 月 20日、『個人所得税専門付加控除項目に関する暫定弁法（意見募集
草案）』（以下「意見募集草案」と略称）1が公布され、パブリックコメントが募集されてい
る。パブリックコメントの募集締め切り日は 2018年 11月 4日である。 
 
新に改訂された『中華⼈⺠共和国個⼈所得税法』では、2019年より居住者個人が総合
所得に関する課税所得を計算する際、子女教育費、継続教育費、重大疾病医療費、住
宅ローンの利子費用もしくは住宅家賃、老人扶養費用の六つの専門付加控除項目を適用
することができる2。従って、この専門付加控除に関する実施細則は、広く注目を集めている。
本 Tax Analysisはこの意見募集草案に関する要点の紹介及び解説を行う。 
 
意見募集草案の主な内容 
 
基本原則 
 
意見募集草案によると、個人所得税の専門付加控除は「公正かつ合理的、簡単かつ実
行が容易な上で、確実に税負担を軽減し、国⺠の⽣活水準を向上させる」ことを原則とし、
かつ国⺠の生活費用の変動状況に応じて、適時に専門付加控除の範囲及び金額を調整
することを明確化した。また、当年度に控除しきれない部分については、以降の年度において
繰り延べて控除することはできないことが規定されている。 
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1 意見募集草案の全文は右リンクをご参照のこと：http://yjzj.chinatax.gov.cn/hudong/noticedetail.do?noticeid=1701566 
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具体的な規定 
 
六つの専門付加控除項目に関する適用範囲・控除基準・控除方法・控除時点に関して、
意見募集草案では具体的な規定が設けられている。全体的には、重大疾病医療費を除
き、多くの専門付加控除項目において定額控除の方法を採用した。また、複数の納税者の
間で共通して発生する子女教育費、住宅ローンの利子費用、老人扶養費用などの支出に
ついて、配偶者との間もしくは子女との間で、どのように控除するかについての選択が認めら
れる。要点は下記の通りである。 
 

 規定の要点 
 

子女教育費 • 納税者の子女の就学年齢前の教育及び就学教育に関する支
出に適用される。 

• 子女一人一年毎に、12,000元（每月 1,000元）で定額控除
する。 

• 教育を受ける子女の両親は、それぞれ 50%ずつ控除する。事前
の合意により、両親のどちらかでの全額控除を選択できる。控除
方法は一納税年度内に変更することができない。 
 

継続教育費 • 納税者本人の就学継続教育及び専門技術者の職業資格に関
する継続教育支出に適用される。 

• 就学継続教育期間内につき、每年 4,800元（每月 400元）
で定額控除する。 

• 技能・専門技術の証明書を取得する年度につき、每年 3,600
元で定額控除する。 

• 納税者は就学教育を受ける場合、両親が子女教育費の名目で
控除するか、若しくは本人が継続教育費の名目で控除するか、
を選択することができる。但し、両方の控除を同時に適用すること
はできない。 
 

重大疾病医
療費 

• 一納税年度内に、社会医療保険システムの記録に基づき、個人
が負担した医療費で 15,000元を超える部分を控除できる。 

• 納税者が確定申告する際、毎年 60,000元の限度額まで、実
際の金額を控除する。 

• 控除の根拠として、医療費に関する証憑の原本もしくはコピーの
保存が要求される。 
 

住宅ローンの
利子費用 

• 納税者本人もしくはその配偶者が初めて住宅を購入する際に発
生する、住宅ローンの利子に適用される。 

• 住宅ローンの返済期間に亘り、毎年 12,000元（每月 1,000
元）で定額控除する。但し、適用は⼀⼾のみに限定される。 

• 夫婦のどちらかで、全額控除を合意することができる。控除方法
は一納税年度内に変更することができない。 

• 控除の根拠として、住宅ローンの契約書、利子支出の証憑の保
存が要求される。 
 

住宅家賃 • 納税者本人及びその配偶者が主な就職地に住宅を有しておら
ず、賃借人として賃貸住宅契約を締結して当該就職地で発生し
た家賃支出に適用される。 

• 主な就職地は納税者が就職・雇用される場所で、就職先のない
場合は経常の居住地とされる。 

• 賃貸住宅の所在地によって三つのランクに分けられ、それぞれの
定額控除を適用する。——每年 14,400元/12,000元/9,600
元（每月 1,200元/1,000元/800元） 

• 夫婦の主な就職地が同じである場合、どちらかのみ控除すること
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ができる。夫婦の就職地が異なり、かつそれぞれの就職地にて住
宅を所有しない場合には、それぞれに控除することができる。 

• 控除の証憑として、住宅賃貸契約の保存が要求される。 
• 納税者及びその配偶者は、住宅ローンの利子費用及び住宅家
賃の控除を同時に適用することはできない。 
 

老人扶養費
用 

• 納税者が 60歳以上の両親もしくは他の法定扶養者を扶養する
際の支出について、適用される。 

• 他の法定扶養者を扶養するとは、祖⽗⺟の⼦⼥が亡くなり、その
孫・孫娘に関して実際に扶養義務を負担する場合を言う。 

• 一人っ子の場合は、每年 24,000元（每月 2,000元）で定額
控除する。一人っ子でない場合は、每年 24,000元（每月
2,000元）を配分して控除できるが、配分方法を一納税年度内
に変更することができない。配分方式が指定・合意される場合、
一人の納税者に配分される控除限度額は毎年 12,000元（每
月 1,000元）であり、書面による配分の合意が要求される。 

• 二名及び二名以上の老人を扶養する場合、扶養人数による控
除額の倍増は認められない。 
 

 
 

 
徴収管理 
 
意見募集草案では、専門付加控除の実施に関する徴収管理における納税者、源泉徴収義務者、税務機関及びその他の関連機構の
権利及び義務について、以下の通り規定されている。 
 

• 納税者は初めて専門付加控除を適用する際、専門付加控除に関する情報を源泉徴収義務者、又は税務機関に提出する必要が
あり、源泉徴収義務者は関連の情報を受領した後、直ちに税務機関へ申告する必要がある。納税者本人が、関連情報の真実性
に関する責任を負う。専門付加控除に関する情報に変更がある場合、納税者は直ちに源泉徴収義務者、又は税務機関に提出す
る必要がある。上述した関連情報は納税者本人、配偶者、未成年子女、扶養老人等、関係者の個人身分情報、及び国務院税
務主管部門が規定する専門付加控除に関するその他情報を含む。 
 

• 源泉徴収義務者は納税者から提供された情報に基づき、源泉徴収申告を行う必要がある。納税者から提供された情報を合意無
く修正することは禁止される。源泉徴収義務者が納税者から提供された虚偽の情報を発見した場合、関連情報の修正について納
税者に注意を与える必要があり、納税者が修正しない場合、源泉徴収義務者はその関連情報を税務機関に報告しなければなら
ない。 
 

• 税務機関が専門付加控除を審査する際、関連部門、企業及び個人はその審査に協力しなければならない。初回の審査を行う際
に、納税者が関連資料の提供を拒否、又は納税者から提供された虚偽の情報を発見した場合、税務機関は納税者本人及び源
泉徴収義務者に通報する必要がある。5年以内に再び、納税者による上述の行為を発見した場合、税務機関は当該納税者の情
報を納税者信用システムに記録し、処罰を実施する。 

 
外国籍個人に関する特別規定 
 
意見募集草案では、子女教育、継続教育、住宅ローン利子費用あるいは住宅家賃の専門付加控除の条件を満たす場合、外国籍個人
は上述した項目に係る専門付加控除による方法、または現行の子女教育、語学研修費及び住宅手当に関する免税優遇の方法を選択
適用できる。但し同一事項について、二つの方法を同時に適用することはできないと規定されている。 
 
デロイトの見解及びアドバイス 
 
専門付加控除の創設は今回の個人所得税改革のポイントの一つであり、国⺠の⽣活に関する中国政府の理念を表していると言える。専
門付加控除の内容は多く、かつ複雑であるため、関連する政策の制定において、専門付加控除の適用範囲、控除基準及び具体的な実



施プロセスは困難が想定されていた。上述の通り専門付加控除の主要規定を整理することにより、重大疾病医療費用は限定額内で実
費控除される点を除き、その他の専門付加控除では定額控除を適用することが読み取れる。この措置は、専門付加控除の実施の利便
性を高め、かつ税収公平と税収効率のバランスを取るものであると考えられる。また、控除の方法について、意見募集草案では、納税者が
自由に選択できる権利を与えている。例えば、ある支出をそれぞれ別に控除するか否かについて、夫妻双方で選択することが認められてい
る。これらの措置を通通じ、納税者に専門付加控除を活用させ、減税の効果を確実に実現させようとするものである。但し、利便性及び
減税優遇の享受と同時に、納税者及び源泉徴収義務者は、関連規定に従い、コンプライアンスを履行しなければならない。 
 
納税者 
 
意見募集草案が、納税者のコンプライアンスと信用度に関して、高い要求を課していることは明らかである。専門付加控除を享受したい納
税者は、情報提供の適時性と真実性を保証する必要があり、虚偽の資料を提出した場合には、コンプライアンス違反に対する通報、個人
信用記録への記入及び懲戒処置が課せられる。従って、納税者は各専門付加控除の適用範囲・控除基準・控除方法・控除時期・証
憑に対する要求などの具体的な内容を十分理解した上で、関連規定を厳しく遵守し、優遇税制を享受すると同時に、コンプライアンス及
び良好な信用記録を維持することが推奨される。なお、将来の審査に備えるため、納税者は適時に費用の受領者から発票・財政領収
書・支出証憑を取得し、証憑資料として適切に保存する必要がある。 

 
中国在住の外国籍個人 
 
現在、外国籍個人に与えられている非現金形式もしくは実費精算形式で取得される引越・住宅・食事・洗濯・帰省・語学研修及び子女
教育費などの免税優遇が、新個人所得税法でも継続されるか否かについて、中国で勤務する外国人からは大きな関心を集めていた。今
回の意見募集草案では「現行の子女教育費・語学訓練費・住宅手当の免税優遇は、引き続き享受することを選択できる」との記述が見
られることから、外国籍個人の免税優遇規定はある程度、継続される可能性が高いものと思慮される。関連する外国人は今後の関連政
策の公表に留意する必要があり、その規定に合わせて、自身の実際の状況に応じ専門付加控除及び免除優遇のいずれかを適切に選択
し、適時に選択結果を雇用主に知らせる必要がある。 
 
源泉徴収義務者（雇用主） 
 
意見募集草案の規定によると、雇用主は賃金・給与所得等の総合所得に係る個人所得税の源泉徴収義務者として、専門付加控除に
関する税金計算及び納税過程における情報収集、資料申告、源泉徴収申告及びコンプライアンス監督などの義務を負うため、企業は専
門付加控除に適応する内部ポリシー、及びリスク管理制度を設ける必要があると思われる。従業員数が比較的多い企業については、自
動化による効率的な解決策の検討等が特に重要であると考えられる。 
 
専門付加控除の実施時期は近づいており、作業量の大きな増加の懸念を鑑みると、企業は直ちに対応の措置を検討することが推奨され
る。例えば、従業員（外国籍出向者・現地雇用従業員・高級管理職など）の給与・福利厚生政策を整理し、必要に応じ変更が求めら
れるかもしれない。その上で、効率の良い専門付加控除の情報収集及び報告制度を構築し、個人所得税の新しい政策について、関連の
従業員とコミュニケーションを行うべきである。また、従業員が提出する専門付加控除に関する情報の真実性に係る審査において、雇用主
が責任を有するか否かにつき、今回の意見募集草案では明確に定められていない。但し、源泉徴収義務者が納税者の申告に虚偽な資
料を発見した場合、修正を促す必要があり、かつ納税者が修正を拒否する場合には、税務局に報告する義務を源泉徴収義務者に課し
ている。 
 
意見募集草案では全体的に、これまで納税者が専門付加控除について関心を有していた疑問の多くを回答したが、具体的な取扱の方
法については、更に明確化する必要がある。例えば、住宅ローンの利子費用における「初めての住宅ローン」の定義や、ある納税年度におい
て納税者の婚姻状況に変化があった場合における住宅ローンの利子費用の控除に関する取扱等、未だ明確ではない点が存在する。従っ
て、企業及び個人は専門付加控除に関して積極的に準備をし、今後の細則の最新動向について引き続き留意することが推奨される。弊
社も引き続き政策の進展情報に注目し、関連情報の共有をさせて頂く所存である。 
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